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年度

実施スケジュール
項目 24年度以前 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度以降

向こう5年間の直接事業費の推移
26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 5年間の実績

17
19
35人

件
件 17

24
37

6
6
064

20
20

25年度実績9月末の実績25年度予定
事業活動の実績（活動指標）

24年度実績単位項目
自主防災組織活動事業費補助金申請件数

自主防災会事業
防災士資格取得者

評価対象外事業
自主防災組織等育成事業事務事業名

予算科目

総合計画での位置付け
住環境の整備と生活安全の確保〜はつらつ住みよいまちづくり〜
消防・防災・安全の確保

公共建設事業一般事務平成25年度事務事業評価シート
該当事業（評価対象外事業は基本情報のみ記載）

防災安全課

自主防災組織活動支援補助金、伊予市地域防災計画
根拠法令等

【開始年度】 平成 【開始年度】実施期間

新田 亮仙
所管課情報 担当課： 0

所属長： 担当責任者：記入者情報
事業の性格

電話番号（内線）：

法定事務

事業の対象 自主防災組織

宮崎 栄司

平成25年度新規評価事務事業※事務事業名：防災一般事務、事業番号：480から分離独立

平成25年度新規評価事務事業※事務事業名：防災一般事務、事業番号：480から分離独立

自主防災組織の自主性・自立性を育むことを目的に、各地域防災会の活動を支援するとともに自主防災会連
絡協議会の事業を通じて啓発に向けた事業展開を行う。

事業の目的

市内に64組織ある自主防災会において全ての自主防災会で地域防災に繋がる訓練等の活動を実施できるよ
う啓発・育成を行う。

事業の内容

改善策の
具体的

取り組み
（当初）

改善策の
具体的

取り組み

事業費及び財源内訳
25年度決算9月末の執行状況25年度予算24年度決算

事業費
0
0
0

3,955
2,440
6,395 991

813
178 1,617

2,440
4,057

人件費
内訳

財源内訳

項　　　目
直接事業費
人件費
合計
人工数
人件費単価
補助事業人件費
人件費
国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

0
0
0
0

6,395

0.00
0
0
0
0
0
0
0
0 4,057

0.30
8,135
0

2,440
0

0
0

0
991
0
0
0
0

813
0

8,135
0.100.30

8,135
0

2,440



1
二次評価

二次評価
（所属部長）

課題認識

市民の防災意識の高揚の反面、自助や共助の意識が高まっているのか懐疑的である。訓練実績の見ら
れない自主防災会があるほか、活発であった自主防災会の活動にも息切れ感があるように感じられる。
自主防災会へのカンフル剤とする意味合いからも、今年度、総合防災訓練のあり方を自主防災会主体に
変更した。防災士の養成や防災会活動に対する補助の内容の改善など総合的な観点で自主防災会の活
性化策を考えていかなくてはならない。

以下の点について良好と評価し、更なる事業推進を求める。

意見、課題
 一次評価の課題認識のとおり、東日本大震災以降、防災気運が高まっているが、一時的なこととならな
いよう、持続性を持たせる施策立案が必要である。

コスト効率 3
受益者負担の適正 5

B

課題認識

一次評価

一次評価
（所属長）

妥当性
目的の妥当性 5

A市民ニーズへの対応 5
市の関与の妥当性 5

有効性
事業の効果 4

B成果向上の可能性 4
施策への貢献度 4

効率性
手段の最適性 3

妥当性

有効性

効率性

自己評価
（担当責任者）

A

B

B
手段の最適性 3

コスト効率 3

成果向上の可能性 3
施策への貢献度 4

市の関与の妥当性 5
事業の効果 4

市民の防災意識が高まるなか、自主防災組織の活性化と防災士の育成は急務である。引き続き、自主
防災組織活動支援事業費補助金活用の周知啓発に努めるとともに、防災士の育成強化を促進させる必
要がある。

自己評価
4目的の妥当性

市民ニーズへの対応 5

成果指標

指標設定の
考え方

活動事業費補助金交付申請団体数の割合が上昇することで、自主防災組織の活動の活性化が測定できる。

目　　標
実　　績

区分年度 24年度 25年度 26年度
40404040

受益者負担の適正 4

0026.626.6

成果指標
活動事業費補助金交付申請団体数/団体総数×100



1

行政評価委員会の答申

外部評価
（行政評価委員会）

経営者会議の最終判断

事業の方向性

意見、課題

さらに重点化する。


